
 〇(独)国民生活センター（http://www.kokusen.go.jp/index.html） 

  (独)国民生活センターは、全国の消費生活センタ―等と連携し、消費者問題における中

核的機関として、消費者被害の未然防止・拡大防止のために苦情相談や商品テスト、 

さまざまな研修などを実施している組織です。 

 

  

 

 

 

 

 

「教員を対象にし
た消費者教育講
座」（秋に実施予定
あり） 

テーマ別消費者
トラブル事例 

・高齢者、障がい
者、子ども対象と
した｢見守り情報」 

・マンガでサクサク
読める｢若者 web」 

http://www.kokusen.go.jp/index.html


 〇消費者庁（https://www.caa.go.jp/） 

  縦割り行政により多発した消費者被害を見直し、消費者行政の一元化を実現するため、

2009 年 9 月に消費者庁が発足しました。消費者が主役となり、安全で安心して豊かに

暮らせる社会の実現のために、消費生活の制度や環境づくり、消費者教育の推進、地方

消費者行政の支援などを実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

家庭科や公民科等の授業の参考にしていただ
けるもののほか、「ＳＤＧｓ」「エシカル」と
いった就職活動の新たな切り口にもなってい
るホットなキーワードなど、消費者問題に関
連する言葉から情報検索ができます 

消費者教育教材や
講座などを検索で
きます 

https://www.caa.go.jp/

